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要旨 

 

 近年、雇用環境・労働環境の劣悪化を背景に「ブラック企業」が大きな社会問題として

取り上げられるようになった。一方で、「ブラック企業」にはそれ自体を客観的に判別で

きるような明確な操作的定義が存在せず、個人によって解釈が異なってしまう。新たに操

作的定義を打ち立てるため、本研究において我々は、「ブラック企業」は長期的には繁栄

せず、業績が悪化するという前提のもと、「ブラック企業」の特徴を表すいくつかの指標

と企業の有価証券報告書に記載されている財務データに着目し、各指標と企業の業績の変

化との関係性を計量分析によって検証した。調査には、インターネットや就職四季報を用

いて選出したブラック企業およびホワイト企業、計 360 社を対象に行った。検証の結果、

本研究で用いた 3 つの指標の中で、離職率において業績の変化との若干の相関がみられた。

したがって、「ホワイト企業」との比較をした上で「ブラック企業」を再定義するにあた

り、離職率を指標として使うことが有効であると示唆される。 

 

1. はじめに 
 

近年、「ブラック企業」とよばれる社会問題が注目されるようになった。この「ブラッ

ク企業」という用語は、もともと電子掲示板「2ちゃんねる」上に投稿された『ブラック

会社に勤めてるんだが、もう俺は限界かもしれない』をきっかけとして広まったとされて

いる。なお 2008年には同投稿をもとにした書籍が出版され、翌 2009年に映画化、2013年

には「ブラック企業」が新語・流行語大賞を受賞した。こうした経緯により、「ブラック

企業」という言葉は社会で広く取り扱われるようになった。 

しかし、厚生労働省は「ブラック企業」の定義を明確に打ち出しておらず、また、幅広

い解釈があるため明確な定義はないといえる。よって、ここでは、「ブラック企業」問題



に中心的に取り組んでいるブラック企業被害対策弁護団の定義をあげておく。すなわち、

同団体によれば、狭義のブラック企業の定義として、「新興産業において、若者を大量に

採用し、過重労働・違法労働によって使いつぶし、次々と離職に追い込む成長大企業」、

広義では、「違法な労働を強い、労働者の心身を危険にさらす企業」とされている。 

また、「ブラック企業」の反意語として「ホワイト企業」という言葉があり、社員の待

遇や福利厚生などが充実し、数ある企業の中でも働きやすさにおいて、特に優れている企

業がこう呼ばれる。いずれにせよ、「ブラック企業」の定義に対する様々な解釈が飛び交

っているものの、過重労働、違法労働、残業代未払いなど、複合的・多様な問題を含んで

いるため、「ブラック企業」問題の根本にあるものが不明瞭なまま、「ブラック」という

曖昧な言葉が宙を飛んでいるように思われる。 

株式会社ディスコ(2014)が行った就職活動中の大学生および企業の採用担当者を対象に

した「ブラック企業についての考え」に関するアンケートによれば、学生・採用担当者の

双方が「ブラック企業」を判断する目安として、新卒後 3年離職率、給与などを挙げた。

しかし、「大卒新卒者の入社後 3年の離職率が何割を超えたらブラック企業になると思う

か」という質問に対して、採用担当者の回答で最も多かったのは「5 割超」だった一方で、

学生では「3割超」という回答が最も多く、基準がより厳しめだった。「ブラック企業」

の捉え方がこうした立場の違いで異なってくることが「ブラック企業」の実態を掴みきる

ことができない要因となっているのではないだろうか。あるいは、口コミによって「ブラ

ック企業」と噂され、風評被害を受けている企業も存在するのではないだろうか。我々は

本研究においてこうした疑問に着目することとした。 

これらの疑問を、我々は統計学的手法を用いて解決することにした。具体的には、企業

の有価証券報告書、就職四季報、インターネットに記載されている数値から「ブラック企

業」候補集団と、それらの企業ごとに業界別で対応する「ホワイト企業」候補集団を選出

し、企業の成長性に基づいた計量分析を行うことで「ブラック企業」の判断として最も優

位的な指標を検証する。「ブラック企業」に関する客観的な操作的定義付けをすることが

できれば、企業にとってマスコミによる風評被害を避けられる他、新卒 3年後の離職率の

増加が問題とされている昨今で、問題解決の糸口になるであろう。 

 

2. 先行研究 
 

2－1．ブラック企業の特徴 

 

「ブラック企業」の特徴とその対策についての先行研究の 1つとして、『ブラック企業

はなくせるか』(塚原,2014)が挙げられる。塚原は、「ブラック企業」の特徴として、①月

収の誇張－固定残業代など、②正社員の偽装－有期雇用による試用、③入社後も続くシュ

ーカツ－選別競争、④戦略的パワハラ－自己都合退職の強要、⑤ 残業代の不払－名ばかり

管理職、⑥異常な 36協定と長時間労働、⑦辞めさせない、⑧職場崩壊、の計 8つの要素

とその具体的事例を挙げた後、「ブラック企業」をなくすための実用案を提唱している。 

 他の先行研究としては、『いわゆる「ブラック企業」と採用・内定・入社をめぐる問題』

(嶋崎,2015)が挙げられる。嶋崎は、採用後の過酷な労働実態への端緒は、採用・内定・入

社までのいわば「入り口」段階に現れているとして、「入り口」段階での違法な対応を是

正させられれば「ブラック企業」の被害を未然に防ぐこともできると述べたうえで、法的

問題点を中心に「ブラック企業」とその対策について論じている。 

 さらに、『「ブラック企業問題」の沿革と展望』(今野,2015)もブラック企業に関する定

義付けについての先行研究として挙げられる。今野は、「ブラック企業問題」だけでなく、



近年話題を集めるようになった「ブラックバイト」問題についても、社会運動を通じてこ

うした「定義」に連なる位置づけが与えられているとしている。ここでの「ブラックバイ

ト」とは、学生アルバイトが強度に職場に組み込まれ、長時間労働や厳しいノルマなどを

課せられている実態を摘示した用語である。 

 しかし、これらの先行研究で共通している問題点は、いずれも「ブラック企業」の定義

を多義的なものであるとしたまま、対策について述べているところにある。「ブラック企

業」を操作的に定義し、客観的な判断指標を決定づけているものは我々の知る限り見当た

らないのが現状である。ブラック企業に関して明確な定義が存在しない現状で、企業外部

の主観的な判断でブラック企業を認識することは、企業の健全な経営あるいは業績の回復

を阻害する恐れがある。また、主観的な判断が企業に風評被害を与え、新入希望者の足が

遠のくことも危惧される。 

 したがって、本研究において、曖昧だとされてきた「ブラック企業」の定義を一旦見直

し、計量分析を用いて検証した指標による操作的定義を考えることの意義は大きいと考え

られる。 

 

 

2－2．本研究の前提 

 

本研究では、「ブラック企業」を、「長期的に繁栄しない企業」として扱うことで、デ

ータ上の業績から数量的な分析を行うことを目的としている。以下に、本研究でこの前提

を置く理由を述べる。 

企業が繁栄するための人的管理についての先行研究の 1つに、『企業と労働者をともに

繁栄させる人材マネジメントへ向けて』(守島,2010)がある。守島は、理想的な人材マネ

ジメントモデルは次の 3要素の相互依存的なバランスによって成り立つと述べている。 

 

1．コア人材の長期雇用と、長期雇用に支持された内部での人材育成投資 

2．スキルの伸張を評価基準として長期的に行われる企業内部での競争 

3．人材の長期的囲い込みによる労働者と企業の目標同一化 

 

しかし、1990 年代に企業の経営悪化を背景として、やや緊急避難的に多くの企業が人材

マネジメントの改革に着手し始めた。また、『ブラック企業が生まれる背景、原因、理由、

改善策』(庄司,2013)で、庄司はブラック企業が存在する一因を、ここ 20 年間にわたるデ

フレと、それによる企業の経営悪化にあるとしている。このことから、ブラック企業は

1990 年代の経営悪化を背景とした、企業による緊急避難的な人材マネジメントモデルの改

革に付随して生まれたものだと考えられる。各企業は、労働者との相互の信頼に基づく、

心理的関係を基礎とする従来の人材マネジメントモデルから、成果主義を導入し、長期雇

用のあり方も限定的にすることで業績の回復を図るようになった。守島は、このような企

業の業績回復との連動の中で導入された近年の人材マネジメントの変革の組み合わせが、

短期的な経営目的の達成には効果的だとしても、働く人にとって好ましくないいくつかの

結果を生み、そのために働く側の納得感や会社への信頼感、意欲が低下していると述べて

いる。とりわけ、ブラック企業が違法な労働を強い、労働者の心身を危険にさらす劣悪な

労働環境、いわば労働力の搾取がブラック企業の業績向上を一時的なものにしていると考

えられる。 

 したがって、労働者を過重労働・違法労働で使いつぶし、次々と離職に追い込む「ブラ

ック企業」は、短期的には業績を上げることができるが、守島が提唱した理想の「企業と

労働者をともに繁栄させる人材マネジメントモデル」からは逸脱しており、長期的には繁



栄しないと判断できる。 

 

3. 財務データを用いた計量分析 
 

 既述のとおり、「ブラック企業」という言葉は広く世で使用されているにもかかわらず、

ブラック企業についての定義は様々あり曖昧なものである。本稿の目的は、ブラック企業

の定義について実証的分析をすることで「ブラック企業」の定義の本質を探究し、さらに、

再定義することである。 

上記のブラック企業についての先行研究の中にある定義から、①世の中の口コミや評判、

②離職率、③平均年収・平均年齢が、ブラック企業の定義に関わる指標であると判断でき

る。すなわち、世の中の口コミや評判によってブラック企業呼ばわりされている企業、離

職率が極端に高い企業、平均年収・平均年齢が極端に低い企業が、先行研究ではブラック

企業として捉えられているということである。 

したがって、まず、3 つの指標にしたがって、インターネットや四季報を参考にブラッ

ク企業群を抽出し、対応するホワイト企業と比べて最も業績の悪化しているものを特定し

ていく。 

 

3－1．分析方法 

 3 つの指標を基に、ブラック企業群を抽出した。抽出の対象時期に関しては、広く「ブ

ラック企業」という言葉が広まりだした 2012年時点の指標を参考とする。 

 まず、①の「世の中の口コミや評判」を基準とするブラック企業群は、SNS である

twitter の検索オプションを用い、『ブラック企業 since:2012.1.1 until:2012.12.31』と入

力しでできた企業や、インターネット上で『ブラック企業 2012 年』と検索し、そこに挙

げられている企業を抽出した。 

 次に、②の「離職率」を基準とするブラック企業群は、厚生労働省が発表している業界

ごとの離職率平均と、四季報に掲載されている離職率を比べて、離職率が平均よりも高く、

かつ四季報掲載企業の中で各業界上位 3～4 社を抽出した。具体的に金融業界の平均離職

率は 18.9％であり、四季報上で離職率 32.7％の神奈川銀行(株)や離職率 42.4％の東洋証券

(株)などを対象企業として抽出した。 

 さらに、③の「平均年収・平均年齢」を基準とするブラック企業群は、国税庁の発表す

る「民間給与実態統計調査」と厚生労働省の発表する「賃金構造基本統計調査」のデータ

と四季報に掲載されている平均年収・平均年齢を比べ、相対的に平均年収・平均年齢が低

い企業を抽出した。具体的に、金融業界の平均年収は 491 万円。社員の平均年齢は 37.8

歳。四季報上で平均年収 468 万円・平均年齢 36 歳の(株)荘内銀行や、平均年収 431 万

円・平均年齢 33歳の(株)アドバンスクリエイトなどを対象企業として抽出した。 

 また、抽出したすべての企業の 2012 年時点の売上高や従業員数を参考に、それらの数

値が近しく、同じ業界の類似した業務内容の企業を「ホワイト企業」として抽出した。こ

こでのホワイト企業とは、業界平均との比較を通して、離職率においてより低い企業から

上位 3～4 社、平均年齢・平均年収においてより高い企業から上位 3～4 社、口コミにおい

ては 2012 年時点で口コミによってホワイト企業、優良企業とされている企業を抽出した。 

上記のプロセスに従って調査対象企業を抽出した結果、各基準ごとにブラック企業群 60

社（合計 180 社）と、各基準ごとのブラック企業群に対応するホワイト企業 60 社（合計



180 社）の計 360 社をデータベース化して計量分析に用いることとした。また、本稿の分

析では、企業の業績の成長性を表す要素として、各企業の 2012 年から 2015 年における売

上高成長率と、ROA（総資産利益率）および ROE（株主資本利益率）の増加分を用いること

とした。 

 

・調査対象年度…2012年から 2015 年 

・調査対象群…①口コミブラック企業群と対応するホワイト企業群 

       ②離職率ブラック企業群と対応するホワイト企業群 

       ③平均年収平均年齢ブラック企業群と対応するホワイト企業群 

・調査対象要素…売上高成長率と、ROA・ROEの増加分 

 

3－2．サンプルの特徴 

 

 下記の表(サンプル)はブラック企業、表 B はホワイト企業の実証分析で使用する調査対

象要因の平均を示したものである。サンプル企業は計 360社である。 

 

表(サンプル) 

  ブラック企業 

 口コミ 離職率 平均年収・平均年齢 

 2012年 2015年 2012年 2015年 2012年 2015年 

売上高平均 2415738 1854573 99636 89380 61708 77212 

ROE平均 2.4 -1.6 7.5 6.9 7.3 4.4 

ROA平均 2.1 -8.2 2.5 3.6 4.2 6.6 

  ホワイト企業 

 口コミ 離職率 平均年収・平均年齢 

 2012年 2015年 2012年 2015年 2012年 2015年 

売上高平均 2271438 2487253 1073100 1376584 600064 717343 

ROE平均 4.7 6.9 5.8 9.4 8.1 9.9 

ROA平均 2.3 4.0 2.2 4.3 3.3 4.3 

 

注：売上高の単位は百万円、ROE,ROAは％である。 

 

 2012 年時点のブラック企業群とホワイト企業群の調査対象要素平均の間に大差はないが、

2015 年時点のブラック企業群とホワイト企業群の調査対象要素平均では①口コミ②離職率

では大きな差がみられる。特に①の差は顕著である。①に関しては、ブラック企業として

サンプリングしたうちの 1社の業績が大幅に悪化したためだと考えられる。 

 

3－3．分析 

 

 ３つのブラック企業群とホワイト企業群の業績平均の差が偶然的な誤差の範囲にあるも

のであるのか、有意差があるものであるのか確認するために有意水準 5％の対応のあるｔ

検定を行った。分析ツールとして統計ソフト Rを用いた。 

以下の表 1-①から 1-③は①口コミブラック群②離職率ブラック群③平均年収平均年齢ブラ

ック群と対応のあるホワイト企業群の検定結果をまとめたものである。 



 

表 1-① 口コミブラック企業群 

  売上成長率 ROA増加分 ROE増加分 

t値 0.47 1.16 -0.72 

自由度 33 35 31 

ｐ値 0.64 0.25 0.48 

 

表 1-② 離職率ブラック企業群 

  売上成長率 ROA増加分 ROE増加分 

t値 -1.78 -0.65 -1.16 

自由度 32 31 31 

ｐ値 0.08 0.52 0.25 

 

表 1-③ 平均年収平均年齢ブラック企業群 

  売上成長率 ROA増加分 ROE増加分 

t値 0.33 0.97 -1.18 

自由度 29 29 28 

ｐ値 0.74 0.34 0.25 

 

 表における下線部の p 値に注目すると、すべての値において有意水準の 5％以下を満たし

ているものはなかった。よって、すべての指標において、有意差はなく偶然的な差異であ

ると判断される。 

 

 

 次に、全体のブラック企業とホワイト企業における、業績の差異の要因や、要因の優位

性を探るために Rを用いて分散分析を行った。 

以下の表 2-1から 2-6はブラック企業とホワイト企業における売上高、ROA、ROEの成長

率の分散分析結果をまとめたものである。 

 

表 2-1 ブラック企業 売上高成長率 

要因 自由度 平方和 平均平方和 F値 ｐ値 

ｘ 1 0.13 0.02 0.25 0.61 

誤差 96 7.55 0.07     

 

表 2-2 ブラック企業 ROA成長率 

要因 自由度 平方和 平均平方和 F値 ｐ値 

ｘ 1 149 148.59 0.18 0.66 

誤差 95 74961 789.06     

 

表 2-3 ブラック企業 ROE成長率 

要因 自由度 平方和 平均平方和 F値 ｐ値 

ｘ 1 0.3 0.29 0.07 0.78 

誤差 97 373.18 3.84     

 

表 2-4 ホワイト企業 売上高成長率 

要因 自由度 平方和 平均平方和 F値 ｐ値 



ｘ 1 0.06 0.06 3.34 0.07 

誤差 96 1.19 0.01     

 

表 2-5 ホワイト企業 ROA成長率 

要因 自由度 平方和 平均平方和 F値 ｐ値 

ｘ 1 24.7 24.65 0.18 0.67 

誤差 96 12982 135.23     

 

表 2-6 ホワイト企業 ROE成長率 

要因 自由度 平方和 平均平方和 F値 ｐ値 

ｘ 1 0.01 0.01 0.03 0.84 

誤差 96 0.27 0.01     

 

 上記の分散分析表より、ｐ値が有意水準を満たしているものは無いため、業績の差異の

要因について有意差はなく偶然的な差異であると判断できる。 

 

3－3．分析結果のまとめ 

 

最初に行ったｔ検定結果から、すべてのｐ値が統計的有意な棄却域に入らなかったため、

3つのブラック企業群とホワイト企業群の業績の差は偶然的な誤差の範囲にはなく、有意

差はないものであると確認できる。離職率を基準とするブラック企業群とそれに対応する

ホワイト企業群の売上高成長率の t検定結果の p値は 0.08であり、有意水準ではないが

有意に近い水準であるといえる。 

 次に、分散分析の結果から、差異要因の水準間に差は見られないことが確認できる。 

上記の分析結果から、3つのブラック企業群の中でどのブラック企業群が最も業績悪化

しているのか確認することはできず、また、ブラック企業群とホワイト企業群の業績の有

意差も確認できなかった。 

 

4．考察 

 

本研究は、『ブラック企業は長期的に繁栄せず、業績が悪化する』という前提のもと、

口コミ、離職率、平均年齢・平均年収の計３つの指標をもとに選出したブラック企業群に

おける業績の変化に着目し、各企業の有価証券報告書の財務データをもとに検証を行った。 

検証の結果、我々が各指標をもとに選出したブラック企業群と業績の変化には確信的な関

係性が見られなかった。しかし、離職率によって分類したブラック企業群とホワイト企業

群の売上高成長率には優位に近い結果となった。サンプル数が 60社ずつと少ないため p

値が統計的有意な棄却域に入らなかったが、より多くのサンプルを集めれば有意差がでる

可能性がある。ここでは離職率によって分類したブラック企業群とホワイト企業群の売上

高成長率の差が偶然的な誤差の範囲でないと考えた場合について言及する。分析で得られ

た売上高を用いて算出した売上高成長率を比較した結果、ホワイト企業よりもブラック企

業の方が売上高成長率の平均が低く、ブラック企業の方が業績が悪化しているといえる。

これは、ブラック企業は長期的に繁栄せず業績が悪化するという前提を満たす。よってブ

ラック企業の定義に離職率を指標として扱うことは有効であるといえる。 

また、ここでは検証の結果として我々が各指標をもとに選出したブラック企業群と業績

の変化には関係性が見られなかった理由について考察する。 

まず、サンプル数である。今回は 60社ずつの計 360社を対象に分析を行ったが、サン



プル数が増えれば、結果が変わるかもしれない。特に離職率を基準とするブラック企業群

とホワイト企業群の売上高成長率に関しては有意な差がある可能性があると考える。 

 次に、「ブラック企業」を再定義するにあたり、口コミ、離職率、平均年齢・平均年収

以外にふさわしい指標が存在することが考えられる。本研究では、有価証券報告書や就職

四季報などの比較的入手しやすいデータをもとに企業群を選出したため、指標を増やした

上でのさらなる検証が求められる。 

 また、ブラック企業群を口コミで選出するにあたり、「ブラック企業」という言葉が一

般社会で浸透し始めた 2012年を基準にデータを比較したため、より長期的な業績の変化

をもとに検証していくことが求められる。 

 最後に、本研究において企業の財務データを用いて計量分析を行う前提として、『「ブ

ラック企業」は長期的に繁栄せず、業績が悪化する』としていたが、ここにも検討の余地

があると考えられる。 

 

 

 

5．学術的貢献 

 

本研究の学術的な貢献について検討していく。従来の「ブラック企業」に関する研究の

多くは、その定義をあいまいなものとしたままで、「ブラック企業」問題の実例と対策と

いったものに終始しており、「ブラック企業」の定義そのものに焦点をあて、再定義を提

唱しようとした研究は見受けられなかった。さらに、「ブラック企業」を業界・業種別に

分析した研究は少なく、新興企業や IT企業などと特定の分類のみにおける研究が見受け

られる程度だった。そこで、本研究では、業界・業種における細分化をしたうえで「ブラ

ック企業」集団において分析を行った。十分な結果こそ出なかったものの、このように新

たな切り口を導入することで、本研究は当該分野において一定の前進を加えることができ

たといえよう。 

 

6．研究上の限界と将来への展望 

 

以上、本研究では、社会的に注目されるようになった「ブラック企業」問題の中でもそ

の定義自体に焦点を当て、客観的に「ブラック企業」を選出できる数量的指標を用いた再

定義に向けて、一定の前進を果たすことができたが、課題が残るものであった。 

まず、考察でも触れた通り、『「ブラック企業」は長期的に繁栄せず、業績が悪化する』

という前提に、検討の余地があるだろう。「ブラック企業」は、企業の業績回復を目指し

た緊急避難的な人材マネジメントの改革に付随して生まれたとし、従来の理想的な人材マ

ネジメントモデルからは逸脱していると述べたが、時間の経過とともに人材マネジメント

モデルの理想像も変化している可能性も考えられる。 

また、ほかの課題として、いくつかの研究上の限界があった。本研究における限界点の

一つは、計量分析における調査対象の量と質の問題である。まず、本研究における計量分

析には口コミ、離職率、平均年齢・平均年収の各指標をもとに選出した「ブラック企業」

それぞれ 60社、各「ブラック企業」に業界・業種で対応した「ホワイト企業」集団それ

ぞれ 60社の計 360社を用いたが、「ブラック企業」の特徴と企業の業績の関係性をより

精緻に明らかにするためには、さらにサンプル数を増やしていくことが望まれるであろう。 

また、本分析では有価証券報告書や就職四季報などといった比較的入手しやすいデータ

から得た指標のみを使っており、分析結果では、「ブラック企業」の本質となる指標を捉

えきれていない可能性が挙げられる。今後、より正確な「ブラック企業」の定義を打ち立



てようとするならば、今回の指標に加えて新たな指標を加えながら、計量分析結果の追試

を試みて、理論や仮説を拡張し、「ブラック企業」の特徴と企業の業績の関係性について

より深い理解を追求していくことが必要であろう。 

さらに、本研究では口コミによる「ブラック企業」集団の選出を行ったため、「ブラッ

ク企業」という言葉が一般社会で取り上げられ、「ブラック企業」問題が注目されるよう

になった 2012年以降の財務データを用いており、業績の変化を限定的に捉えている可能

性がある。よって、口コミ以外の指標をもとに選出する企業は 2012年以前の財務データ

を使用する他、本分析で選出した企業群においても今後継続して分析を続けることが求め

られるであろう。 

 別の限界点として、実際に「ブラック企業」に就業経験のある社会人からの視点の不足

が挙げられる。本研究は、先行研究や資料上の指標から「ブラック企業」の再定義に向け

て適切だと思われる指標を選択したため、「ブラック企業」内部からの実感を基にした指

標を選出しきれていない可能性がある。したがって、今後は企業あるいは社会人単位でア

ンケート調査を依頼し、「ブラック企業」を再定義するにあたってより適切だと思われる

指標を企業側の実感からも選出することが必要であろう。我々は、「ブラック企業」を客

観的に判別できる数量的指標を用いて再定義することが、「ブラック企業」問題の被害減

少だけでなく、社会人側・学生側の両者に有用な発展をもたらしていくと考える。 
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